
平成23年9月定例会提出議案の概要について

○　 条例秦　　　　　　　　 7 件

lレ＼

うち

●名古屋市市民税減税条例の制定について　　　　　　　　　　　　　　 財　 政　 局

現下の経済状況に対応し、市民生活の支援及び地域経済の活性化を図るとともに、将

来の地域経済の発展に資するよう、市民税の減税を実施するため、名古屋市市税条例の

特例を定めるもの

・実施時期

個人市民税 ：平成24年度分から実施

法人市民税 ：平成 24年 4 月 1 日以後に終了する事業年度分から実施

●名古屋市市税条例等の一部改正について　　　　　　　　　　　　　　 財　 政　 局

地方税法等の一部改正に伴い、規定を整備するもの

（1）名古屋市市税条例の一部改正

・申告書を提出しない者に対する過料の引き上げ　 等

（2）名古屋市市税条例の一部を改正する条例 （平成 20年条例第 47号）の一部改正

　ヽし・
・上場株式等の譲渡所得に係る軽減税率の適用期間を 2年間延長　　　　 エ‘f－L

●名古屋市市税減免条例の一部改正について　　　　　　　　　　　　　 財　 政　 局

児童福祉法の一部改正に伴い、規定を整理するもの
．引用条項の移動 （第 7条関係）　 「面 相 禰 瀕 軸 堅 君 新 地

●名古屋市スポーツ振興審議会条例及び名古屋市非常勤の職員の報酬及び費用弁償

に関する条例の一部改酎こついて　　　　　　　　　　　　　　　　 教育委員会

スポーツ振興法の全部改正に伴い、規定を整備するも∂ 敗 、頭 を一再て：

・条例名を 「名古屋市スポーツ推進審議会条例」に改正

・審議会の名称を 「名古屋市スポーツ推進審議会」に改め、委員の委嘱の基準を規定

・「体育指導委員」を 「スポーツ推進委員」に改正　 等

●名古屋市農業共済事業条例の一部改正について　　　　　　　　　　　 縁故土木局

農業災害補償法の一部改正に伴い、規定を整備するもの

・共済事故の対象から、家畜伝染病予防法に規定する手当金、特別手当金、補償金の
－－‾－対象となる事故を除外　　　　　 ll

・施行期日　　 平成 23年 11 月 1 日
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名古屋市都市公園条例の一部改正

売店等の設置者を公募する場合の使用料を設定

許可を要する雨水浸透阻害行為の規模等に関する条例の一部改正

特定都市河川浸水被害対策法で境川流域が特定都市河川流域に指定された

ことに伴い、許可を要する雨水浸透阻害行為の規模を引き下げ

る。1，000㎡→500

㎡。平成24年4月1日から

補正予算2件

平成23年度名古屋市一般会計補正予算（第4号）

平成23年度名古屋市公債特別会計補正予算（第2号）

補正額3000万円

一般案件　　　　　　　　3件

指定管理者の指定について

コミュニティセンター（楠、滝川、豊岡、表山）の指定管理者

を、楠：楠学区連絡協議会

、滝川：滝川学区自治協議会

、豊岡：豊岡学区連絡協議会

、表山：表山学区連絡協議会

に指定。供用開始日から平成26年3月31日まで



都市公園を設置すべき区域の決定

新設：戸田川緑地はじめ6公園

。変更：米野公園はじめ5公園

市道路線の認定及び廃止

木場町第24号線始め21路線を認定し、名西東西第11号線始め6路線の一

部又は全部を廃止





平成23年度9月補正予算の概要

補正規模（百万円） 一般会計　662
特別会計 　30
計　　692

補正内訳(百万円)
※計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある

本市災害対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 120

公立大学法人名古屋市立大学への耐震改修設計費補助　　14
災害ボランティアによる地域防災力向上事業　　　　　　10
民間保育所の耐震改修補助　　　　　　　　　　　　　　25
防災まちづくり計画策定調査　　　　　　　　　  　　　10
津波避難ビル指定に伴う市営住宅の屋上整備　　　　　　36
地震災害発生時における業務継続計画の策定　　　 　　　4
津波堆積物調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12
災害用高所監視カメラの設置　　　　　　　　　　 　　　9

待機児童対策　　　　　　　　　　　　　　　　     　　383

民間保育所の整備補助　　　　　　　　　　　　　 　　151
賃貸方式による民間保育所の設置　　　　　　　　 　　173
個人実施型家庭保育室の設置　　　　　　　　　　　　　14
グループ実施型家庭保育室の設置　　　　　　　　　　　46

児童虐待の防止159

児童虐待防止事業159

債務負担行為　　　　　　2件





平成23年9月定例会補正予算資料

（単位：千円、％）

区　　　 分 一　 般　 会　 計 特　 別　 会　 計 公 営 企 業 会 計 総　　 計

A ⑳ 当　 初　 予　 算 1，0 4 9，9 1 4，3 7 5 1，0 7 5，3 3 2，2 9 8 4 5 0，6 5 3，17 5 2，5 7 5，8 9 9，8 4 8

⑳　 9　 月　 補　 正 6 6 2．2 8 1 3 0，0 0 0 6 乾 2 8 1

B ⑳　 9　 月　 現 計 予 算 1，0 5 8，5 3 9，6 7 5 上 0 8 2，3 7 6，18 6 4 5 0，6 5 3，17 5 2，5 9 1．5 6 9，0 3 6

C ⑳ 当　 初　 予　 算 1．0 3 4 ，4 8 2，7 4 2 1，0 7 0，9 12，5 2 2 4 6 4，2 3 4，9 4 2 2，5 6 9，6 3 0，2 0 6

⑳　 9　 月　 補　 正 3 7 6，2 1 7 3 7 6，2 1 7

D ⑳　 9　 月 現 計 予 算 1，0 3 2，3 7 8．2 5 1 1，0 6 8．3 4 8，5 1 8 4 6 4，2 3 4，9 4 2 2，5 6 4．9 6 1，7 1 1

⑳ 最　 終　 予　 算 1，0 6 6、6 5 1、7 7 1 1，14 0、17 3．4 4 7 4 9 1，3 2 上 4 7 2 2，6 9 8．14 6，6 9 0

B ／A 1 0 0．8 10 0．7 1 0 0．0 1 0 0．6

B ／D 1 0 2．5 10 1．3 9 7．1 1 0 1．0

（参 考 ） A ／C 1 0 1．5 1 0 0．4 9 7．1 10 0．2

（注）公営企業会計は歳出額を掲げた。
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歳 出

一 般 会 計　 （単位 ：千円）

局 別 事 項 金 額 左の財振 説 明

総 務 公立大学法人名古屋市立大学への耐震改修設計費補助 13， 900

一般財源13,900 校舎の耐震改修の設計に対する補助。山の畑キャンパス　 6棟、北千種キャンパス　 2 棟

市 民

経 済

災害ボランティアによる

地域防災力向上事業

9，931

県費 9,931 県の「新しい公共支援事業基金」を活用し、東日本大震災におけるN P O 等の被災地支援の経験を活かした災害ボランティアコーディネーターの育成等を実施

子 ど も

青 少 年

民間保育所の整備補助 150，536

県費 133,808地方債 12,000一般財源4,728 待機児童の早期解消を図るための対策。新規2 カ所 （23～24 事業）。守山区瀬古一丁目　定員　 90人（3歳未満児定員 40人）。緑区滝ノ水四丁目　定員　 90人（3歳未満児定員 40人）。増築等2 カ所 （23～24 事業）。中村区名駅二丁目　定員　 60→100人（3 歳未満児定員25→40人）。守山区小幡二丁目　定員 100→150人（3歳未満児定員30→60人）



局　 別 事　　　 項 金　 額 左の財療 説　　　　 明

子 ど も青 少 年 賃貸方式による民間保育所の設置 172，880

県費 105,704　一般財源67, 176 待機児童の早期解消を図るための対策。本園　 8 カ所 （23～24 事業）。0 歳～就学前　定員　 60人 4 カ所（3 歳未満児定員30人 4 カ所）。0 歳～ 3 歳　定員　 30人 4 カ所（3 歳未満児定員22人 4 カ所）。公募により事業者を選定

個人実施型家庭保育室の設置 13，660

国庫 2,9 11　県費 3,306　諸収入 5　一般財源7,438 待機児童の早期解消を図るための対策。定員　 5 人 4 カ所（3 歳未満児定員5 人 4 カ所）。公募により事業者を選定

グループ実施型家庭保育室の設置 46，028

国庫1, 890　県費 9,4 39　一般財源34,699 待機児童の早期解消を図るため

の対策。国が新たに創設した、複数の家庭的保育者による同一の場所での保育を実施。定員 10人 2 カ所（3 歳未満児定員10人 2 カ所）。　市営住宅を活用　定員 15人 4 カ所（3 歳未満児定員15人 4 カ所）。公募により事業者を選定

民間保育所の耐震改修補助 25，000

一般財源25,000 民間保育所の耐震改修工事にかかる補助。1 カ所

児童虐待防止事業 159，346

県費 159,346 児童虐待防止策を強化するため、児童相談所等の機動力の向上を図るとともに、職員の研修を行うほ か、見守り支援者の養成、広報等を実施

住 宅都 市 防災まちづくり計画策定調査 10，000

一般財源10,000 東 日本大震災を踏まえ、津波や液状化などの新たに想定される災害を考慮した計画の策定に向けた調査を実施



）

局 別 事　　　 項 金　 額 左 の 財 源 説　　　　 明

住 宅 津 波 避 難 ビ ル 指 定 に 伴 う市 営 住 宅 の 屋 上 整 備 3 6 ，0 0 0

国 庫 1 8 , 0 0 0 　地 方 債 1 8 , 0 0 0 津 波 避 難 ビ ル に 指 定 し た 市 営 住宅 の 屋 上 を 避 難 場 所 と す る た め手 す り 柵 の 設 置 等 を 実 施。港 区　 西 茶 屋 荘　 4 棟

都 市

消 防 地震 災 害 発 生 時 に お け る業務継 続 計 画 の 策 定 4 ， 0 0 0

一 般 財 源 4 , 0 0 0 地 震 災 害 発 生 時 に お い て 、 行 政機 能 の 早 期 復 旧 を 図 る た め 、 業務 の 優 先 度 等 を 定 め る 業 務 継 続計 画 を 策 定

津 波 堆 積 物 調 査 1 2 ， 0 0 0

一 般 財 振1 2 , 0 0 0 今 後 発 生 が 危 倶 さ れ る 東 海 ・ 東南 海 ・ 南 海 三 連 動 地 震 の 被 害 想定 の 策 定 に 向 け 、 過 去 の 津 波 の発 生 状 況 を 把 握 す る た め 、 ボ ーリ ン グ 調 査 を 実 施

災 害 用 高 所 監 視 カ メ ラ の設 置 9 ， 0 0 0

一 般 財 源 9 , 0 0 0 災 害 時 に お け る 初 動 対 応 を 迅 速に 行 う た め の 災 害 用 高 所 監 視 カメ ラ の 更 新。 新 設　更 新 東 山 ス カ イ タ ワ ー、港 区 役 所 無 線 塔。新 設　 西 区 役 所 無 線 塔

一 般 会 計　 計 6 6 2 ， 2 8 1

特 定 財 源4 7 4 , 3 4 0 　一 般 財 源1 8 7 , 9 4 1

（2）特別会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

会　 計 事　　　 項 金　 額 左の財源 説　　　　 明

公 債 起債額の繰出 30，000

地方債

細 000 子ども青少年施設整備公債

12，000

住宅建設公債　　　　 18，000

特 別 会 計　 計 30，000

特定財源

30，000

総 計 692，281

特定財源

504．340

一般財漁
187，94 1
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4　 債 務 負 担 行 為

会　 計 局 別 事　　　　　　　　 項 期 間

年度

限 度 額

千円

説　　　　　　 明 ・

一　　 般 消　　 防
地震災害発生時における業
務継続計画の策定 24 6，000 策定が 2 カ年にわたるため

災害用高所監視カメラの設

置
24 81，000 設置が 2 カ年にわた皐ため




